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デ
ジ
タ
ル
庁
設
置
法
の
施
行
に
伴
う
関
係
政
令
の
整
備
等
に
関
す
る
政
令
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

御

名

御

璽

令
和
三
年
七
月
二
日

内
閣
総
理
大
臣

菅

義
偉

（
厚
生
年
金
保
険
法
施
行
令
の
一
部
改
正
）

第
二
条

厚
生
年
金
保
険
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
九
年
政
令
第
百
十
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
四
条
の
二
第
一
項
第
八
号
、
第
二
項
第
九
号
、
第
三
項
第
八
号
及
び
第
四
項
第
九
号
中
「
平
成
三
十
七
年
に
開

催
さ
れ
る
国
際
博
覧
会
の
準
備
及
び
運
営
の
た
め
に
必
要
な
特
別
措
置
に
関
す
る
法
律
」
を
「
令
和
七
年
に
開
催
さ

れ
る
国
際
博
覧
会
の
準
備
及
び
運
営
の
た
め
に
必
要
な
特
別
措
置
に
関
す
る
法
律
」
に
改
め
る
。

（
日
米
相
互
防
衛
援
助
協
定
等
に
伴
う
秘
密
保
護
法
施
行
令
の
一
部
改
正
）

第
三
条

日
米
相
互
防
衛
援
助
協
定
等
に
伴
う
秘
密
保
護
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
九
年
政
令
第
百
四
十
九
号
）
の
一
部

を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
二
条
第
一
項
中
「
機
関
並
び
に
」
を
「
機
関
、
デ
ジ
タ
ル
庁
並
び
に
」
に
改
め
る
。

（
国
の
債
権
の
管
理
等
に
関
す
る
法
律
施
行
令
の
一
部
改
正
）

第
四
条

国
の
債
権
の
管
理
等
に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
昭
和
三
十
一
年
政
令
第
三
百
三
十
七
号
）
の
一
部
を
次
の
よ

う
に
改
正
す
る
。

第
五
条
第
一
項
第
三
号
中
「
第
十
七
条
第
一
項
の
地
方
支
分
部
局
の
長
」
の
下
に
「
、
デ
ジ
タ
ル
庁
設
置
法
（
令

和
三
年
法
律
第
三
十
六
号
）
第
十
三
条
第
一
項
の
職
」
を
加
え
る
。

（
自
動
車
の
保
管
場
所
の
確
保
等
に
関
す
る
法
律
施
行
令
の
一
部
改
正
）

第
五
条

自
動
車
の
保
管
場
所
の
確
保
等
に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
昭
和
三
十
七
年
政
令
第
三
百
二
十
九
号
）
の
一
部

を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
四
条
第
二
項
第
十
号
中
「
第
四
条
第
一
項
第
六
十
三
号
及
び
第
六
十
四
号
」
を
「
第
四
条
第
一
項
第
六
十
四
号

及
び
第
六
十
五
号
」
に
改
め
る
。

（
指
定
都
市
又
は
中
核
市
の
指
定
が
あ
つ
た
場
合
に
お
け
る
必
要
な
事
項
を
定
め
る
政
令
の
一
部
改
正
）

第
六
条

指
定
都
市
又
は
中
核
市
の
指
定
が
あ
つ
た
場
合
に
お
け
る
必
要
な
事
項
を
定
め
る
政
令
（
昭
和
三
十
八
年
政

令
第
十
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
二
条
第
二
項
中
「
第
四
条
第
三
項
」
の
下
に
「
若
し
く
は
デ
ジ
タ
ル
庁
設
置
法（
令
和
三
年
法
律
第
三
十
六
号
）

第
四
条
第
二
項
」
を
加
え
る
。

（
住
民
基
本
台
帳
法
施
行
令
の
一
部
改
正
）

第
七
条

住
民
基
本
台
帳
法
施
行
令
（
昭
和
四
十
二
年
政
令
第
二
百
九
十
二
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
三
十
条
の
八
の
二
の
見
出
し
及
び
同
条
第
一
項
中
「
総
務
省
」
を
「
デ
ジ
タ
ル
庁
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中

「
総
務
省
」
を
「
デ
ジ
タ
ル
庁
」
に
、「
総
務
大
臣
」
を
「
内
閣
総
理
大
臣
」
に
改
め
る
。

政
令
第
百
九
十
五
号

デ
ジ
タ
ル
庁
設
置
法
の
施
行
に
伴
う
関
係
政
令
の
整
備
等
に
関
す
る
政
令

内
閣
は
、
デ
ジ
タ
ル
庁
設
置
法
（
令
和
三
年
法
律
第
三
十
六
号
）
の
施
行
に
伴
い
、
及
び
関
係
法
律
の
規
定
に
基
づ

き
、
こ
の
政
令
を
制
定
す
る
。

（
地
方
財
政
法
施
行
令
等
の
一
部
改
正
）

第
一
条

次
に
掲
げ
る
政
令
の
規
定
中
「
第
四
条
第
一
項
第
九
号
」
を
「
第
四
条
第
一
項
第
八
号
」
に
改
め
る
。

一

地
方
財
政
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
三
年
政
令
第
二
百
六
十
七
号
）
第
十
八
条
の
二
第
三
号

二

商
品
先
物
取
引
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
五
年
政
令
第
二
百
八
十
号
）
第
三
十
二
条
第
一
項

三

国
家
公
務
員
退
職
手
当
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
八
年
政
令
第
二
百
十
五
号
）
第
六
条
第
二
項
第
一
号
ロ

四

金
融
商
品
の
販
売
等
に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
平
成
十
二
年
政
令
第
四
百
八
十
四
号
）
第
十
二
条

五

身
体
障
害
者
補
助
犬
法
施
行
令
（
平
成
十
四
年
政
令
第
二
百
九
十
八
号
）
第
一
条
第
二
号

六

公
益
社
団
法
人
及
び
公
益
財
団
法
人
の
認
定
等
に
関
す
る
法
律
施
行
令（
平
成
十
九
年
政
令
第
二
百
七
十
六
号
）

第
五
条
第
二
号
ヘ

（
デ
ジ
タ
ル
社
会
推
進
会
議
の
運
営
）

第
四
条

前
三
条
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
議
事
の
手
続
そ
の
他
デ
ジ
タ
ル
社
会
推
進
会
議
の
運
営
に
関
し
必
要
な
事

項
は
、
議
長
が
デ
ジ
タ
ル
社
会
推
進
会
議
に
諮
っ
て
定
め
る
。

附

則

こ
の
政
令
は
、
令
和
三
年
九
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

内
閣
総
理
大
臣

菅

義
偉

デ
ジ
タ
ル
庁
設
置
法
第
四
条
第
二
項
第
十
八
号
の
情
報
シ
ス
テ
ム
を
定
め
る
政
令
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

御

名

御

璽

令
和
三
年
七
月
二
日

内
閣
総
理
大
臣

菅

義
偉

政
令
第
百
九
十
四
号

デ
ジ
タ
ル
庁
設
置
法
第
四
条
第
二
項
第
十
八
号
の
情
報
シ
ス
テ
ム
を
定
め
る
政
令

内
閣
は
、
デ
ジ
タ
ル
庁
設
置
法
（
令
和
三
年
法
律
第
三
十
六
号
）
第
四
条
第
二
項
第
十
八
号
の
規
定
に
基
づ
き
、
こ

の
政
令
を
制
定
す
る
。

デ
ジ
タ
ル
庁
設
置
法
第
四
条
第
二
項
第
十
八
号
の
政
令
で
定
め
る
情
報
シ
ス
テ
ム
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一

次
に
掲
げ
る
事
務
又
は
業
務
の
用
に
供
す
る
情
報
シ
ス
テ
ム
で
あ
っ
て
、
当
該
事
務
又
は
業
務
の
性
質
上
、
デ
ジ

タ
ル
庁
が
当
該
情
報
シ
ス
テ
ム
の
整
備
及
び
管
理
に
関
す
る
事
業
を
実
施
す
る
こ
と
に
よ
り
当
該
事
務
又
は
業
務
の

適
正
な
遂
行
に
著
し
い
支
障
を
及
ぼ
す
お
そ
れ
が
あ
る
も
の
と
し
て
内
閣
総
理
大
臣
が
関
係
行
政
機
関
の
長
と
協
議

し
て
定
め
る
も
の

イ

国
の
安
全
の
確
保
に
関
す
る
事
務
又
は
業
務

ロ

外
国
政
府
と
の
交
渉
及
び
協
力
並
び
に
国
際
連
合
そ
の
他
の
国
際
機
関
及
び
国
際
会
議
そ
の
他
国
際
協
調
の
枠

組
み
（
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
「
国
際
機
関
等
」
と
い
う
。）へ
の
参
加
並
び
に
国
際
機
関
等
と
の
協
力
に
関
す
る

事
務
又
は
業
務

ハ

公
共
の
安
全
と
秩
序
の
維
持
に
関
す
る
事
務
又
は
業
務

ニ

イ
か
ら
ハ
ま
で
に
掲
げ
る
事
務
又
は
業
務
に
準
ず
る
事
務
又
は
業
務

二

会
計
検
査
院
の
検
査
の
用
に
供
す
る
情
報
シ
ス
テ
ム
で
あ
っ
て
、
デ
ジ
タ
ル
庁
が
当
該
情
報
シ
ス
テ
ム
の
整
備
及

び
管
理
に
関
す
る
事
業
を
実
施
す
る
こ
と
に
よ
り
当
該
検
査
の
適
正
な
遂
行
に
支
障
を
及
ぼ
す
お
そ
れ
が
あ
る
も
の

と
し
て
内
閣
総
理
大
臣
が
会
計
検
査
院
長
と
協
議
し
て
定
め
る
も
の

三

国
の
行
政
機
関
の
行
う
情
報
シ
ス
テ
ム
の
整
備
及
び
管
理
に
関
す
る
事
業
に
必
要
な
費
用
の
全
部
に
特
定
の
税
そ

の
他
の
収
入
の
額
（
こ
れ
に
相
当
す
る
額
を
含
む
。）が
充
て
ら
れ
る
場
合
に
お
け
る
当
該
情
報
シ
ス
テ
ム

附

則

こ
の
政
令
は
、
令
和
三
年
九
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

内
閣
総
理
大
臣

菅

義
偉
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